





















ここ数年,成 果主義 をめ ぐる議論が喧 しい。理念上はさてお くとして,内 容の面では不明な
まま言葉だけが一人歩 きしている感を拭えない。おそ らく経営側 とて,年 功賃金 と年功処遇の
廃棄だけは明確であって も,「成果主義」の確 たる中味 をもって提唱 しているのではないのだ
ろう。
しか し問題は,「成果主義」は働 く者の側 を直撃するであろうはず なのに,.当の組合側の発
言や行動が目立たなく弱々 しいことである。経営側の不分明な 「成果主義」にたいする組合側
からの対抗軸が示されていない。 このように混迷 したままの言葉の一人歩 きは,経 営側 にとっ
ても,労働側にとって も不幸なことに違いない。
本稿では,ア メリカの人事労務管理の現況を検討する。すなわちアメリカの賃金制度(管理)
の実態を通 して人事労務管理の現況を考察す る。 なぜ アメ リカの賃金制度なのか。一つは,
「成果主義」 の提唱者たちのモデルがアメリカだからである。また,賃 金制度は,そ の時代 と
その企業の人事労務管理を映 し出す鏡であると考えるか らである。賃金制度の実態をみること
によって,そ の国 と企業の人事労務管理の特徴をみることができる。アメリカの現況 を知 り,
その意味 を探 ることは,今 後の 日本の人事労務管理 を考 える材料 を提供することになると考え
るからである。
賃金制度 とはいって も,こ こで取 り上げるのは従業員がどれだけの賃金 を受け取るのかとい
う賃金水準(額)の 問題ではない。そうではな く,何 を基準にどのように決め られるか という
賃金決定の問題 であ り,多様な職種 と職務,多 様 な労働者の間にどのような格差 をつけていく
のかという賃金の格差構造の体系を検討する。本稿ではその賃金の体系 と構造を賃金制度 とよ
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ぶことにする。
以下ではまず,アメリカの研究者のなかで注目されている新 しい賃金制度 を紹介する。次に,
その注目される賃金制度の実態をゼネラルモーターズ(GM)社 を事例に分析 し,さ らに全米
の主要企業の動向を各種の調査 に基づいて検討する。最後に,こ れらを通 して得 られる特徴 を
もとにして,現 代 アメ リカの人事労務管理の変化 について考えてみる。
1.新Lい 賃 金 制度





これらの新 しい賃金制度 にはい くつかの共通 した特徴がある。その一つは賃金の基準を 「人
間,ヒ ト」 においていること,二 つ目の特徴 は人事考課 ・査定を伴 っていることである。
最初の特徴,「ヒト基準」賃金を考えてみ よう。
アメリカの これまでの賃金は職務給Job-BasedPayであった。職務を分析 し,職務の価値 を
計 り,そ の職務に一定の価格をつける,つ まり賃金の決定基準は 「仕事」であった。基本的に
は,特 定職務を担当する個人の特性 とに関わ りなく,その職務 ごとに決められた賃金が支給 さ
れる。同一労働(職 務)同 一賃金の原則が貫徹する。
これに対 して上述 した賃金の決定基準は,各 人が体得 している 「技能の質や数」,「知識の質
や数」であった り,各人が達成できた 「業績の程度」であった り,また各人が持 ち合わせてい
る 「コンピテンシー(能 力)」であった りするのであるから,基準が 「仕事」の側から 「ヒ ト」
の側へ移行 している。 したがって,こ れまでは同じ仕事 であれば同じ賃金であったのが,新 し
い賃金諸制度では,同 じ仕事を担当 していても同額であるとはいえな くなる。担当者の 「技
能 ・知識水準」,「業績水準」,「コンピテンシー(能 力)」が異なれば賃金 も違うか らである。
二つ 目の特徴 は,人事査定制度の導入である。アメリカではこれまでブルーカラー層 に人事
考課査定を実施することはなかった。例外的に実施 しているところでも,教 育訓練の目的であ
って,賃 金決定のために実施することはほとんどなかったとい って よい。 ところが,各 人の
「技能と知識」「業績」「コンピテンシー(能 力)」の程度を測らないと賃金を決め られないので
あるから,人事考課査定は不可欠 となる。
こうして新 しい賃金制度は,こ の二つの点で新 しいのである。以下これらについて,ア メリ
カの大学の賃金管理論のテキス トとしてよく使用 されている数冊を利用 してまとめてみよう。
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End Casting Welding 20 
Finishing-Paint 20 
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(it) Ed Montemayor, Skill-orCompetence Based Pay, Michigan State Univ. SHIR, 1996,p.16.
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まずはじめにSBPを みてみ よう。アメリカの大学で広 く使われているテキス ト,ミルコビ
ッチ=ニ ューマ ンの 『報酬制度』によれば次のように説明されている。「各従業員がもってい
る仕事に関連 した技能,能 力,知 識の深 さや広さと賃金 とを結 びつけたものを技能給 とい う。
この賃金では,各 人に求められた仕事が どのようなものかに関わ りなく,認定 された技能にた
いして支給 される」1)。また別のテキス トには次のように記 されている。「SBPで は,各 人
の賃金は,採 用時点の仕事ではな く,組織内で出来る知識や技能の数や種類で決め られる。こ
のや り方はヒ ト基準の賃金 とよぶことが出来る」2)。
図表1がその一つの典型である3)。ある自動車部品工場の事例であるが,こ ごこには習熟 し
た技能数が増えるにつれて(技 術1～IV),時給が11～14ドルまで昇給することが示されてい
る。 また,そ のためにはそれぞれどのような技術を身に付 ければよいか,ど のような訓練 を受
ければいいのかが一目瞭然である。注意すべ きは賃金が職務(Job)ではなく技能(Skills)と
結びついていることである。
ところでもう一つのPFKで あるが,こ のSBPと 区別されず,た んに名称の違い とされる
ことが多 い。 ミルコビッチらはまった く区別 していない4)。またJJ.マー トチオは,両 者 とも
原理は同一であるとしたうえで,SBPを 肉体労働者にたいするもの,PFKは 管理職や専門
職にたいする もと使い分けているが,む しろ例外的である5)。後にみる,ゼ ネラル ・モーター
ズ社のある工場では,末 端の作業員の賃金制度は図表1と非常 によく似ているが,PFKと よ
んでいる。
次にPFPで ある。 ミルコビッチによると,PFPと は 「賃金 を個人や組織の業績に連動 さ
せた」賃金である6)。範囲職務給Pay-RangesorPay-Bands,成果給,ボ ーナス,ス トックオプ
ション,利益分配制度 などがそれである。 これらPFPの うち最初の ものを除 くと以前から上
級管理職や役員層に使 われていたのだか ら,ア メリカの賃金制度 としては新 しい賃金制度 とは
言い難いかもしれない。 しかし範囲職務給は違う。図表2にみられるブロー ドバ ンディングは
新 しい動 きである。これ までの細分化されていた職務 を大きく括 り,賃金に幅をもたせた新 し
い職務 に再編成 したものである。 ここでは同 じ職務でも賃金に幅があるのだから,そ の決定に
は人事考課が使われる。伝統的な細分化された職務構造 を改革 し,配置 と労働のフレキシビリ
ティを増大 させるねらいで導入されている。この種の賃金制度 は,一般作業員層の 「多能工化」
と人事考課の適用 という意味で画期的なことである。

















職 務 価 値 →
(注)図は細分化 された旧職務● をい くつか括って,新 しい職務□に再編することを示 している。 ここ
では8つの職務が大括 りされ3つ に減少 し,人事考課 を使 ってその成績で格付け られることになる。
き,多 くの場合,組 織内の仕事 を考察することから始まる。例えば,職 務給や技能給は特定の
仕事 に関する情報を分析する。だがコンピテンシーはこれとは異なるや り方をする。それは組
織 を分析 し,組織のすべての階層やすべての仕事において高い業績をもたらした知識,技 能,
行動,こ れらに照準を合わせる」。
またバーグマンらも次の ようにいう。「コンピテンシー とは"業 績を上げることができる知
識,技 能,行 動 などの明白な人的特性"を いう」。
高い業績を上げた人 とそ うではない人の違いはどこにあるか,同 じ①技能(熟達度合い)や,
②知識(蓄 積 された情報)を もちなが ら業績の違いはどこから生 まれるのか。それは③ 自己概
念(態 度,価 値,自 己意識),④性格(特 定のや り方で行動する気質),⑤動機(行 動 しようと
い う考え)に あるはずだ。 しか し,これらは抽象的で,測 定で きず,行 動から類推する しかな
い。そこで,特 定の仕事 に 「並以上の優れた」高い業績を上げた人の行動 を観察 し,他の人々
とは違 う行動を取 り出して,そ れをその仕事のコンピテンシーというのである。こうして ミル
コビッチらはコンピテンシーを,高 業績者が示す 「類推 した り,推定 したり,解釈 した りする
ことの不要な,観 察で きる行動の集合」,と定義する7)。
図表3は ミルコビッチらが 「ほとんどの企業が この中から選んで使用 しているもの」 という
20項目のコア ・コンピテンシーの リス トである。図表4はバーグマ ンらがコンピテンシー導入
企業10社を対象 とした調査 で 「半数以上の会社が使 っているとされるコア ・コンピテンシー
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図表410社 で共通にみ られたコン ピテ ンシー



















上位8つ」の リス トである。バ ーグマ ンらが依拠するジンハ イムらの研究では,実 際はほぼ6
か ら13項目のコンピテンシーを使 ってお り,平均では9項目であったという8)。突際に利用す
るときには,こ の各項目ごとにそのレベルを判定するための基準 を設定 し(これをコンピテン
シー ・ディクショナリーとよぶ),それを用いて個々の従業員のコンピテ ンシー レベルを判定
する。内容 は異なるとはいえ,こ れらの手続きは日本の職能資格制度における人事考課査定 と
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酷似 している。ただ し,職能資格制度では 「～ができる」を評価するにたいして,コ ンピテン
シーは 「～をしている」を評価する。
こうして得 られたコンピテンシー ・レベルを賃金決定に使 うのである。実は賃金決定への応
用の仕方は確定 しているわけではない。
要するに,コ ンピテンシー給は,給 与決定基準を,職 務や成果など仕事の側にお くのではな
く,ま たたんに技能や知識だけに基準をお くのでもな く,高い業績 をもたらした行動 レベルに
その基準 を求めているのである。いわば業績給の弊害(短 期的で安直な思考 と行動)と 技能 ・
知識給の弊害(技 能 ・知識と業績の乖離)を 克服 し,成果や業績を生んだプロセスを評価 し,
賃金に反映 させようというわけである。職務や業績(成 果)と いう目に見 えるものを 「基準」
としてきたアメリカの慣わ しか らすれば,業 績をもたらした 「人的特性」=プ ロセスない し行






典型的なSBP(PFK)を 正式に導入 しているのは,ミ シガン州のフリントFlintという
町にあるフリン ト複合工場第81工場である(図 表5)。同 じGMで は,デ トロイ トの リボニア
工場で もPFKを 導入 しているし,また結局はうまく機能せず廃止 に追い込まれたのであるが,
一時期,ラ ンシング工場でも導入 されていた(後 述)。
SBP(PFK)を この第81工場では20数年前から採用 している。導入の経緯 とねらいは
何か。 またこの賃金制度を組合はなぜ受容 したのだろうか。
日本車 と欧州車に押されて危機に瀕 していたアメリカ自動車産業,GMも例外ではなかった。
1981年,フリン ト第81工場は,生 産性が悪 く赤字続 きの部門を閉鎖 し,新 しい考 え方に基づ
いて再建スター トさせた。工場の存続が危ぶまれた情況の中で,労 使 とも工場の生 き残 りをか
けたギ リギリの選択 を迫 られたのだという。
当時の経営側の最大の関心事は高い労働移動率だった。定着率が悪いため労働効率が悪 く,
何 らかの対策を講 じる必要があった。同時 に加速化する技術革:新への対応 も必要であった。他
方の労働側 は何 よりも雇用確保であった。
これ らの対策に向けて労使が合意 したことは,`労働の人間化(QWL)'に よる作業改善策
であった。作業内容の改善 を通 して,経 営側 には品質と生産性の向上を,組 合側には雇用確保
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図表5PFKの 作 業 グループ と賃金(GMフ リン ト第81工場)
時給(ド ル)














な らな い 。
この レベルに達するには,チ ームメ
ンバーが既 にIVレベルに到達 してお
V り,か つ 二 つ 目 の 別 の ワ ー ク ユ ニ ッ 8185 $21.82
トの異 なったPFKレ ベルに達しつ
つあることが必要である。
この レベルに達す るためには,二 つ





VII ワ ー ク ・ユ ニ ッ トの チ ー ム リ ー ダ ー VI賃率 よ り$1.0高い
(注)Powe血'ainFlintComponents,SupplementtoLocalSeniorityAgreemem,February10,2000,p15-16.
と組合員の能力向上をもたらそ うとい うことだった。つまりジョブローテー ションを実施 し,
従業員の担当職務 を多様化させ(作 業内容の豊富化),その完全実施に向けて能力向上 を図ろ
うとい うのであった。ペイ ・フォー ・ナレッジ(PFK)は,こ の 「改革」を促進する目的で
導入 されたのである。もっとも,このQWLの コンセプ トは,そ の後,コ ス ト削減 とチームコ
ンセプ トを主軸にお くことによってリーン生産システムへと吸収 されることになる。
経営側の主要なねらいは労働 と配置のフ レキシビリティの増大 と従業員の能力向上にあっ
た。そうすれば定着対策,品 質と生産性の向上が実現可能だ と考えたのである。PFKは まさ
しくそれに応 えうる賃金制度であったのである。
図表5を みてもらいたい。典型的なSBP(PFK)で ある。採用され(レ ベル1),30日
間の試用期間の賃率を経 て(レ ベルH),レベルmに な り21ドル57セン トの賃金 となる。その
後は出来る仕事の数が増えていくにつれてランクが上が り,21ドル74セント,21ドル82セン
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ト,22ドル16セン トと昇給 してい くことが読み とれるだろう。ローテーションを強制 してい
るのだか ら,新規採用者を除けば当初は全員をレベルHIに格付けするという。その後,全 員が
N水準になることを想定 している。実際の担当職 とは違って,「職務遂行能力」で格差 を設け
ていること,上位水準への能力獲得へのインセンティブを期待 していることなどから,日本の
職能給に酷似 している。だが,「潜在能力」 としての職務遂行能力ではな く,現実に仕事が出
来ることが要求されていることに注目すべきであろう。
これが首尾 よく機能するためには,能 力向上へのイ ンセンティブが与 えられるだけでな く,
すべての従業員の能力が実際に向上 しなければならない。全従業員がレベルIVまで向上すれば
労働 と配置のフレキシビリティが格段に上がるのだから,経営側にとって も重要である。実際,
この工場では能力開発 と教育訓練 にかな りの力 を割いている。全従業員を対象に年1回能力査
定 を実施 し,ま たそれに基づいて,訓 練 と再訓練がお こなわれている。訓練 と再訓練は,10
～12人を単位 としながら,OJTとOffJTを組合せながら,ほ ぼ半年おこなわれる。また2ヶ
月の集 中特訓 コース も設けているという。
(2).ランシング工場の場合10)
一度は採用 した ものの,う ま く機能せず,結 局は撤廃 した工場 もある。GMの ランシング工
場の場合がそれである。
ランシング工場は旧式の古い工場で,か なり以前から閉鎖と移転が取 り沙汰されているが,
9・11テロ事件が影響 してか,ま だ稼働 している。 しか し工場再建に労使が協力 しあうという
了解のもと,さ まざまな対策がおこなわれてきた。以下に紹介するSBP(PFK)導 入の動
きもその一環であった。
ここでの工場再建はリーン生産 システム,チ ームコンセプ トの導入を柱 としたものである。
この再建プログラム(FirstTimeBuildと名付けている)の労使合意が成立 したのは1993年で
あった。
そのね らいは,小 集団チームを形成 して,チ ーム単位で仕事 をさせ(職 務の再編),ある程
度の多能工化をはか り(ジ ョブローテーションの推進,従 業員の能力向上),チーム単位 で作
業の質と能率の向上を追求 してい くこと(継続的な改善活動,チーム ・ミーティングへの参加)
であった。 したがって,チ ームコンセプ トの導入は,具 体的には,職 務の再編統合(職 務を統
合 し数を減 らす),ジ ョブローテーションの実施,こ れらに見合った形での賃金制度の変更を
意味 した。、
組合は大枠ではこれらを了承 したのだが,ロ ーテーションの強制 には抵抗 した。 これまでの
労働慣行の急激 な変更には組合員たちの抵抗が大 きかったからである。そこで結局 このローテ
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チームリーダー;そ れぞれの レベルの賃率+50セ ント
注)LocalAgreementbetweenLansingCarAssemblyand
Iρcal602,UAW(1993).
一 シ ョンは 「自発 性 に基 づい た」 もの に なった。 強制で はな く,チ ー ムメ ンバーの話 し合 いに
基 づ いて ローテー シ ョンを受 け入 れ るか どうかを決定 す る とい う もの となったので ある。
さて賃 金 であ る。 図表6の ように典 型 的 なSBP(PFK)で あ る。 チー ム作 業 を円滑 に実
施 してい くため に用 意 された もので,チ ー ム内の職務 の1つ が で きれ ば18.12ドル支 給 され,「2
つ で きれば11セ ン ト昇給 し,全 部 で きる ようになる とさ らに21セ ン ト昇給 して,18.44ドル と
なる。 これ よ りも上級職 は これに準 じて加給 され た賃 率 となる。 この ように技 能修得 と能力 開
発(多 能工 化)へ の イ ンセ ンテ ィブ として導入 されたので あ った。 すべて のメ ンバ ーが レベ ル
3に到 達 すれ ば ローテー シ ョン も円滑 にな るだろ う し,労 働意 欲 も高 まるはず だ とい う期待 が
込 め られ てい るこ とは明 らかで あ る。
しか し経 営側 の期待 も空 しく,実 際 は機能 しなか った。篠 原健 一 に よる1993年当時 の調査
で は,レ ベ ル3に 到達 してい る労 働者 は皆 無 で,レ ベ ル2で す ら全 体 の1パ ーセ ン トに過 ぎな
か った と11)。そ の原 因 は何 か。 組合側 の説 明では,賃 金 問題 とい うよ りは,労 働慣 行 の面 が
大 きい とい う。 「ローテ ー シ ョンは大 変難 しい問題 です 。長 い間,一 つ の仕 事 を担 当 して きた
人 に は,新 しい仕 事 を覚 え る とい うこ とは避 けた いこ との一 つです か ら」12)。
結 局,1999年の交 渉時 に,ジ ョブ ローテ ーシ ョンは強 制 にな った。 それ に伴 って賃 金制度
図表7一 般組立工(非 熟練職)の賃金(GMラ ンシング工場)
Non-SkilledJob 1stYear 2ndYear 3rdYear 4thYear
TeamOperator(チーム 作 業 員)

















注)上 段 は1999年,下 段 は2003年の 数 値 。
LocalAgreementbetween工ansingCarAssemblyandLocal602,UAW(1999,2003)
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も図表7の よ うに変更 された。み られ る ように,年 次別 の昇給 を別 とすれ ば,賃 金 グ レー ドは
ない。職種 にかか わ りな く賃金 グ レー ドを,チ ー ム作 業員 とチ ーム ・リー ダーの2種 類 にま と
め,職 種 に よる賃 金の格 差 をな くしたの であ る。一 般 に フ ラ ッ ト ・レー ト(ス ポ ッ ト)nat-
rate(spot)型賃金 とよば れてい る もので ある。全 チー ム,全 従業員 に ローテー シ ョンを強制
す るのだか ら,複 数の職種 を担 当 して も賃金の変動 が ない ように フラ ッ トにすれ ば,評 判 の良
くなか ったSBP(PFK)に 固執 す る必 要は ない とい うわ けで あ る。 もっ とも組合 は,ロ ー
テ ー シ ョンの容認 の見返 りと して,「新 しい仕 事 を学ぶ」 の だか らとい う理 由で,全 職種 一律
に時給50セ ン ト上乗せ を要求 し,そ れ を承 認 させた。
「多 能工」化 の もとで,SBP(PFK)で はない賃金 制度 として,こ の フラ ッ ト ・レー ト
型賃金 はか な り普及 してい る。 これ は従 来 まで の職 務給 の痕 跡 を強 く残 しなが ら,ま た一般の
労 働者 と労働組合 か ら忌避 され る人事考課 ・査定 を回避 で きるか ら,組 合 と労働 者 も受容 しや
すいの であ ろ う。 しか も多 能工化 の推進 とジ ョブロー テーシ ョンも可 能 となる。 同 じランシ ン
グにあるGMの もう一つ の グラ ン ドリバ ー工 場 もこの タイプだ し,ま た デ トロイ トにあ るハ ー
ム トラ ク工 場,オ ハ イオ にあ るホ ンダの現地工 場(ホ ンダ ・オ ブ ・アメ リカ,HAM)も まっ
た く同 じ賃 金制度 であ った。職務 の大括 り化 と結 びつい た新 しい一 つの傾向 とみ なせ るので は
ない だろ うか。
3.新 しい賃 金制 度 の普 及 の 実態
これ までみてきた新 しい賃金の普及の程度 をみたいのだが,容 易ではない。そ もそも全国統
計が乏 しいだけでな く,新 しい制度のために定義自体が一致 していないからである。
以下ではローラー(EdwardLawlerIII)とモーマ ン(SusanMoh㎜an)らによる調査結果
を中心 に考察する13)。彼 らの調査 は賃金制度だけでな く経営管理全体を対象に しているので
あるが,1987年以来,フ ォーチュンの1000社を対象 に6回 もの調査 をしてお り,時 系列的な
変化の推移 をみることが可能であること,ま た同一研究グループの調査であるために,用 語の
定義上の錯綜の危険を回避できるからである。貴重な調査ではあるが,残 念ななことに,コ ン
ピテンシー給 を特別には調査 していない。これについては別の調査結果 を利用する。
まず図表8は技能(知 識)給SBP(PFK)の 普及率 と適用度 を表 した ものである。最新
の2002年段階の結果では,採 用率(採 用 している企業数の割合)は56パーセン トである。87
年段階 と比べ ると普及率は増大 している(40%→56%)。
しか しよくみると93年以降は停滞気味で,特 に99年と比べ ると02年調査では下落さえして
いるのである(62%→56%)。その原因をローラーたちは次の ようにいう。「考えられる一つ
の理由は,こ のや り方が飽和状態に達 したことである。この方式 は,製 造業やサービス業でチ
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図表8技 能 ・知識給の普及度の変化 (%)
調査年 平均普及度 従業員への適用範囲の割合(%)
(7点満点) 0 1-2C 21-40 41・60 61-80 81-99 100
1987 1.7 60 25 7 2 2 2 2
1990 1.8 49 34 11 2 1 1 1
1993 2.1 40 37 12 4 2 2 3
1996 2.1 38 36 20 2 2 1 1
1999 2.0 38 36 20 2 2 1 1
2002 2.1 44 30 12 6 2 2 3
注)1.平 均 普 及 度 は適 用 範 囲 割 合 を1～7点 で 計 算 し た と きの 加 重 平 均
2.ロ ー ラ ー は 普 及 割 合 の 意 味 を次 の よ う に して い る 。
0%=None,1・20%=AlmostNone,21-40%=Some,41-6C%=AboutHalf
61-80%=Most,81-99%=AlmostAl1,100%冨Al1
3.E.Lawlerlll,S.Mohmlan,&G.Benson,0㎎翻z囎 伽H忽 紹 勿 わ㎜ αηoθ,2001,p45.
E.LawlerIII,PayPracticesinFortune1000Corporations,WorldatWorkJourna1,4th
quarter2003.
一ム内で複合訓練 した初級 レベルの従業員にもっ とも相応 しいものであ り,こ の分野には多 く




業績給(ボ ーナス形態が一般的)は,技 術関連産業の場合,ノ ンエグゼンプ ト層にたいしてで
さえ90パー セン ト近 くの導入率であ り,製造業で も7割の企業が導入 しているのである。全般
的にみてみると,幹 部層には86%の企業が,エ グゼ ンプ ト層 には83%が,ノ ンエ グゼ ンプ ト
層には68%の企業が導入 していることがわかった という。
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各種 の業 績給 の実態 を示 した図表10は 興味 深い。 アメ リカの企業 改革 の趨勢 が リー ン ・シ
ステ ム,チ ー ムコ ンセ プ トの導入 にあ ると理解 すれ ば,チ ーム ・イ ンセ ンテ ィブ給 の普及 率が
高 いはず であ る。確 か に90年段階 に60パーセ ン トだ った採 用率が02年 には81パーセ ン トにな
ったの だか ら,増 加 しては い る。 だが しか し,適 用 従 業員範 囲が20パ ーセ ン ト以下(ロ ー ラ
ーの言葉 で は 「ほ とん ど適 用 して ない」AlmostNone)が多 い こ と,ま た最 近で は 「採用 して
いない」(None)が増 え てさえい る。 これ にた い して,個 人 インセ ンテ ィブ給 は,採 用企業割
合 は87パー セ ン トか ら92パーセ ン トへ と圧倒 的であ る。加 えて,適 用従 業員範 囲 も40パーセ
ン トと高い。この点 につ いて ローラーは 「アメ リカの多 くの労働者 はチ ームで は働 かない こ と」,
また 「アメ リカの多 くの従業員 は個 人 の成績 に支 払 われる ことを望 んで いる」 こ とが示唆 され
て いるい う15)。




(7点満点) 0 1-2021-4041-6D61-8081・99 100
個人インセ 1987 2.4 13 49 27 6 2 1 2
ンテイブ 1990 2.8 10 46 24 8 5 3 5
1993 2.9 10 40 30 8 3 4 5
1996 3.2 9 34 27 9 7 6 8
1999 3.4 7 26 31 11 11 5 9
2002・ 3.7 8 20 27 12 13 10 10
チ ー ム ・イ ン 1990 2.1 41 38 10 6 1 2 3
セ ンテイブ 1993 2.4 30 40 14 6 3 3 5
1996 2.8 13 45 21 8 2 4 6
1999 3.0 20 31 19 9 5 5 10
2002 3.0 19 33 18 11 6 7 7
利潤分配制度 1987 3.1 35 20 11 4 5 10 15
1990 3.2 37 19 7 4 6 10 17
1993 3.3 34 29 7 4 3 11 19
1996 3.6 31 18 7 3 9 13 20
1999 3.4 30 16 18 2 6 10 19
2002 3.7 28 18 7 5 9 13 20
ス トッ ク ・オ ブ 1993 2.6 15 56 15 2 1 2 10
シ ョ ン 1996 2.9 13 46 21 2 3 5 10
1999 3.3 9 42 18 7 3 6 15
2002 3.1 16 36 18 8 6 8 10
注)図 表8に 同 じ
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るようになって日が浅いせいか,本 格的で大規模 な調査 は少ない。1996年にアメリカ報酬協
会(AmericanCompensationAssociation)16)とい くつかの人事管理コンサルタン ト会社が共
同 して大がか りな調査を実施 した。 しか しこの調査は普及率の調査ではない。導入済み(も し
くは予定)の 企業を対象 に,利用の状況 をみたものである17)。
残念なことにローラーたちもコンピテンシー給 を特別には調査 していない。 これについて彼
らは次の ようにいう。「コンピテ ンシー給 というものへの関心が高 まっている。 この制度は,
SBPに似て,仕 事 にではなく人間に焦点を充てる。だが通常は,管 理者や知識労働者に適用さ
れる。この制度の使用率については調査 してない。だがそれを調査 していたなら,仕事 に代 え
て人物へ焦点が変化 して きている傾向を発見できたに違いない」18)。
その ようななかで,図 表11は,コ ンピテ ンシー給 を直接調べた ものではないが,マ ーサー
人事 コンサルタント社が調査 した資料である。基本賃金とは別の,成 績優秀者への報奨制度の
調査であるか ら,資料半の限界はある。それを前提に考 えねばならないが,コ ンピテンシーに










































図 表12化 学 工 業 産 業 の 業 績 測 定 の 実 態 (%)
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図表12はヘイグループが,化 学工業 を対象に従業員の業績測定の方法を調査 した ものであ
る。MBOは 測定基準が目標達成度であるのにたい して,コ ンピテンシーは行動に重きをおい
たものであることに注意 したい。考慮中の企業を含めるとコンピテンシーが80パーセ ントを
越え,今 後普及 してい くことが予御される。 とはいえ,こ のコンピテ ンシー評価が賃金 と結合
してい くのかどうかについては明かではない19)。
新 しい賃金制度については以上であるが,フ ラッ トレー ト型賃金について看過 してはならな
い。これはとりあえずは原理的には新 しい賃金制度 とは言い難い。賃金決定に際 し,人 の属性
を考慮 しないからである。仕事 と賃金が結びついているという意味では従来か らの職務給の痕
跡 をとどめている。 しか し,職務問の賃金格差 を撤廃 したという意味では,純 粋な職務給とは
いえない。む しろ 「非熟練工」 という階層にたいする賃金なのである。残念 なことに,こ のフ
ラッ トレー ト型賃金の普及度 を調査 した研究はない。 しか し既述 したように,自 動車工場では
かな りの普及度であると思われる。
こうしてアメリカの賃金制度の現状については,職 務給(JBP)か ら,ブ ロー ドバ ンディ
ングなどでPFK(SBP)に 変化 しつつある。またPFK(SBP)が 困難な所では,そ れ
に変わるものとして,フ ラットレー ト型の賃金が広 く普及 しているようである。 さらに,業績
と結 びつけた報酬制度 は階層 を越えて広 く普及 している。その業績は個人業績中心で,し かも
業績の測定基準が 目標達成度からコンピテ ンシーに移行 させる企業が増えている。いずれにせ
よ,賃 金 と報酬制度が 「仕事」基準から 「ヒト」基準に変化 しつつあることを確認できるだろ
う。
4.ア メ リカ人事 労務 管 理 の変 化
新 しい賃金制度が生まれ,賃 金 と報酬が 「仕事」基準か ら 「ヒ ト」基準 に向かって変化 して
いるとすれば,そ の変化をもたらしているものは何か。それによって人事労務を支えている土
台が大 きく変わりつつあると考えていいのだろうか。
1994年にフォーチュン誌が掲載 した論文記事 「仕事の終焉」(ウィリアム ・ブリッジ執筆)
は,こ の問題 を考える際の重要な示唆を与 えている20)。"TheEndoftheJob",フォーチュン
誌の記事 に踊 るこの言葉は,「組織化された労働 としての仕事はもはや寿命の尽 きた社会的産
物である」 という意味である。以下,こ のフォーチュンの論文を簡単に紹介 しよう。
仕事(job)21)は社会的な産物である。それは19世紀の初期に工場の成長 とともに生まれた。
資本主義の成長 とともに,つまり大量生産と巨大組織の成長とともに仕事が作 られたのである。
だがいま再び労働の世界は変化 している。200年前に仕事 を作 り上げた情況は見えな くなって
る。技術は,こ れまで作業員の反復作業だった生産 ラインを自動化させている。繰 り返 し繰 り
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返 し同 じことをしてきた長い生産ラインに替えて,徐 々に内外の状況 に合わせてフレキシブル
に働かせるようになってきている。これまでのような断片化 された労働の束(=仕 事)で はな
くなって きているのである。こうして仕事は無用の長物 と化 し,脱仕事の世界post-jobworld
が広がって きた。
脱仕事の世界での働 き方は,自 営労働者の ように,プ ロジェク トやチームで働 く。例えば,
ある人はプロジェク トAで4時間働 き,プ ロジェク トBで2時間,プ ロジェク トCで2時間働
く。同時に別の仲間はAで2時 間,Bで4時 間,Cで2時 間働 く。 またもう一人の別の仲間は ・
Aで2時 間,Bで2時 間,Cで4時 間働 く。 こうして人々はそれぞれの責任や任務 に応 じて,
い くつか複数のチームリーダーの下で働 くことが求め られるようになる。この ような場では,
人々は職務記述書や上司の指示 を待 って働 くのではない。なぜな ら 「仕事」をしてるのではな
く,プ ロジェク トの目的にたいする責任 と任務を果たすように期待されているからである。
以上が,お よそ10年前に書かれたフォーチュンのブリッジ論文の概要の一部である。10年
後の私たちが読み返 してみると,ジ ャーナリスティックで誇張 された表現は否めない。 ミルコ
ビッチはいう。「たぶ んそうなるだろうが,ま だそ うではない。マイクロソフ トやその他の企
業でも,や はりまだ仕事 を見つけることができるし,経営者は他の企業ではな く彼ら自身の企
業のみ に働 く労働者を熱望 している」22)。だが,断 片化され固定化 された労働 としての仕事
(職務)が 職場の支配的な労働ではなくなりつつある,と いうように読む とすれば,変 化の一
側面 を鋭 く描いているといって よい。
その変化 とはつまり 「仕事」のフレキシビリティ,雇 用 と配置のフレキシビリティ,処 遇の
フレキシビリテ ィなど,人 事 と労務のフレキシブル化である。職務が統合 され,大 括 りされ,
一人の人間が何種類もの仕事を担当する。それに見合 った形で雇用 も配置 も可能な限 りフレキ
シブルにおこなえるように,組 織編成や訓練制度 も変更される。チーム生産方式,従 来のフォ
アマン(ス ーパーバイザー)の 下にチームリーダーの新設,ジ ョブ ・ローテーション,職務能
力向上に向けた人事考課の導入 と活用,事 業所内の教育訓練制度の強化,こ のような傾向が広
がっている。上述 してきた近年の賃金の変化は,人事労務のこうした変化の賃金面での反映で
ある。すべてはフレキシブル化,こ れである。
しか しこうした変化 をもたらせている原 因は何か。ブリッジ論文 は必ず しも明確ではない。
さまざまな要因を指摘できるだろうが,仕 事それ自体の変化 と仕事をとりまく社会経済的環境
の変化を考 えてみると,前 者に関 してはいわゆる 「IT革命」 にみ られる生産技術の大変化を
指摘で きるだろう。 ミルコビッチらは 「自動車組み立て現場ではハイテク機械の操作の訓練を
受け,チ ームの中で皆 とうまく働ける人に取 り替えられる」 とか 「フォー ドのインドにある組
み立て工場 とミシガンにあるデザイン部門は,と もに本社が提供するコンピュータ上で,新 し
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い訓練やアイデアの交換ができる し,いつで もどこでもチームの会合す らもてるのである」23)
と主張 している。IT化 は人間労働を作業機械その ものの操作から作業機械を制御する装置の
制御へと変化 させている。人間の判断 を排除した機械的操作作業か ら,判断中心の制御作業へ
の変化である。
後者の側面 については,1990年代前後か らのグローバ リゼーションを指摘 したい。実はグ
ローバ リゼーシ ョンもさまざまな側面 を指摘できるのだが,こ こではあ らゆる産業において,
企業間競争が国境を越 えて地球的規模で展開されている事態を想定 している。 日本のフォー ド
(マツダ)が アメリカのホ ンダ(HAM)と競争 しているのである。 こうした情況下では,あ ら
ゆるの国 と産業で,可 能な限 り効率的な企業経営方式 を導入することが求め られている。例 え
ば,賃 金が相対的に高い国はそれを相殺で きる効率的な企業経営のあり方が求められるだろう
し,逆 に機械設備や労働力の質の面で不利な国は労賃の優位性 を武器 とした企業経営が追求 さ
れるだろう。 アメリカの製造業 におけるリーン生産システムの導入はこの前者の文脈で考えら




全体 を通 して検討 してきたことをまとめよう。
第1に,現 在 のアメリカで注 目されている新 しい賃金制度は,SBP,PFK,PFPな ど
である。これらは賃金の決定基準を仕事それ自体に置 くのではな く,ヒ トの特性 においている
という点でこれまでのもの とは大 きく異なっている。同時に,ヒ ト特性 を測定することが不可
欠であるから,何 らかの形での人事考課=査 定 を随伴 している。
第2に,こ のヒ ト特性基準の賃金をより一層徹底 したのがCBPで ある。 ヒ トそのものの行
動特性評価に基づ くとい う意味で,そ れはアメリカの賃金制度 としては大変化である。 しかも
職務や成果(業 績)と い ういわば目に見える基準ではな く,業績 を生み出す行動の質そのもの
を基準 とするというのであるから,結 果(業 績)を 重視するという視点からプロセスをも重視
するとい う方向への大転換である。
第3に,上 記の新 しい賃金制度の提唱は職場の人事労務の変化の反映である。ITな ど生産
技術の変化に伴 う労働の質的変化,グ ローバ リゼーシ ョンに伴 う競争力強化に向けたリーンシ
ステムの導入,これ らは職場の生産 と労働のフレキシビリテ ィを不可欠 とするが,そのために,
配置 と職務設計,作 業内容,訓 練など人事労務管理の主要な局面が変更 された。新 しい賃金制
度の提唱 と変化の動向はその反映である。





フラッ トレー ト型の賃金制度である。現在 までこの制度の全国的な調査がないために正確な実
態はつかめないが,製 造業の非熟練職を中心 にかなりの普及率 と思われる。 しかもこのフラッ
トレー ト型賃金は外形 は職務給であ りなが ら,実態は職務 と賃金の関係は緩やかとなっている。
労使の妥協のなかで,フ レキシビリティを確保す る賃金制度 として導入 されていると思われ
るQ
第6に,最 後に日本 でもっとも注目され,か つ論争 も多 い,CBPで あるが,今 のところそ
の普及率の詳細 は定かではない。い くつかの調査をみる限 り,本給を補完する報奨制度 として,
あるいは業績測定の道具として,ホ ワイ トカラー層 を中心に普及の傾向を確認することはでき




ロセスに重 きをおいた処遇が必要となって きたことの反映だと思われるが,しか しコンピテン
シーが一般化するかどうかの判断は今 しばらく留保が必要である。姥
企業 と労働 をめぐる情況は,世 界的な規模で変化 している。アメリカも例外ではない。アメ
リカの変化の方向は,全 体 としては,職 務基準か らヒ ト基準への変化 とまとめることがで きよ
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